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子
宮
頸
が
ん
で
は
検
診
が
有
効
で
早
期
発
見
で
き

れ
ば
進
行
が
ん
を
防
ぎ
死
亡
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き

ま
す
。
多
く
の
先
進
国
で
は
、
子
宮
頸
部
細
胞
診
に

よ
る
検
診
が
行
な
わ
れ
て
お
り
、
欧
米
で
の
受
診
率

は
高
く
、
ア
メ
リ
カ
を
例
に
挙
げ
る
と
18
歳
以
上
の

女
性
の
約
９
割
が
過
去
３
年
以
内
に
１
回
以
上
検
診

を
受
け
て
い
ま
す
。
一方
、
日
本
で
は
過
去
１
年
以
内

に
受
け
た
女
性
は
28
・
3
％
（
２
０
１
６
年
）
に
と

ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
子
宮
頸
が
ん
は
、
初
期
に
は
粘

膜
表
面
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
（
上
皮
内
が
ん
）
が
、

進
行
す
る
と
粘
膜
か
ら
よ
り
深
く
ひ
ろ
が
り
ま
す

（
浸
潤
が
ん
）。「
上
皮
内
が
ん
」
の
う
ち
に
発
見
す

る
た
め
に
、
定
期
的
に
検
診
を
受
け
る
こ
と
が
大
切

で
す
。

　

医
誠
会
病
院
で
は
、
安
心
・
快
適
に
子
宮
が
ん
検

診
を
受
け
て
い
た
だ
く
た
め
、
１
月
末
に
子
宮
が
ん

検
診
車
を
新
規
導
入
し
ま
し
た
。
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を

守
る
た
め
、
２
台
あ
る
検
診
台
の
間
に
は
仕
切
り
が

設
け
ら
れ
、そ
れ
ぞ
れ
に
更
衣
ス
ペ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。

温
か
み
の
あ
る
間
接
照
明
と
Ｂ
Ｇ
Ｍ
に
よ
り
、
限
ら

れ
た
ス
ペ
ー
ス
の
中
で

も
、
落
ち
着
い
た
雰

囲
気
で
検
診
を
受
け

て
い
た
だ
き
た
い
と

思
い
ま
す
。

　

が
ん
は
生
涯
で
二
人
に一
人
が
罹
る
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
が
、
女
性
の
場
合
、
部
位
別
で
み
る
と
、
子
宮

の
が
ん
は
５
番
目
に
多
い
が
ん
で
す
（
表
参
照
）。
子

宮
頸
が
ん
と
子
宮
体
が
ん
が
あ
り
、
子
宮
頸
が
ん
は

ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ
イ
ル
ス
（
Ｈ
Ｐ
Ｖ
）
の
感
染
が
関
与

し
て
い
ま
す
。
高
齢
に
な
る
ほ
ど
多
く
な
る
他
の
が
ん

と
違
っ
て
、
若
い
世
代
で
増
加
し
て
い
る
こ
と
が
特
徴

で
す
（
グ
ラ
フ
参
照
）。

法人内弁護士による職員向けプレゼンテーション

子宮頸がんと子宮体がんの
発生部位

子宮頸がん（上皮内がんを含む）
発生率の推移

2014年の罹患数（全国合計値）が多い部位

出典：国立がん研究センター　がん情報サービス　地域がん登録全国合計によるがん罹患データ 

出典：『地域がん登録』研班（主任研究者：津熊秀明）による全国推進値（1998年）から抜粋
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子宮がん検診車は2月の三田市からの委託検診で初稼動しました。
左は、同じく医誠会病院の乳がん画像診断（マンモグラフィ）検診車
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定期的な子宮頸がん検診で、
早期発見をめざしましょう

● 20 歳代後半から 30 歳代が多く
診断されています

● 定期的なチェックにより、がんに
なる前段階で発見することができ
ます

● 正しい知識を持ち、早期発見のた
め検診を定期的に活用しましょう

三田市では職員がお手製のボードを使って
乳がん・子宮頸がん検診を呼びかけています。

H

出張健診・乳がん検診・子宮がん検診のお問い合わせは

J.POSH のオフィシャルサポーターとして
乳がん検診啓発運動を推進しています

ピンクリボン運動に賛同しています
医療法人医誠会

医誠会病院　出張健診センター
Holonics Group

〒533-0022 大阪市東淀川区菅原6-2-25　TEL 06-6326-1121（代）  FAX 06-7654-8275

女
性
の
が
ん（
子
宮
頸
が
ん
）の
早
期
発
見
の
た
め
に
・・・

※出典：日本対がん協会ホームページ（国民生活基礎調査、2016年）
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